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款 08 項 01 目 01

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

△ 5△ 4,289△ 4,284△ 4,281経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 土地取引届出経由事務 事業類型 その他

予算科目 会計 一般会計 土木費 土木管理費 土木総務費

担当部課 都市計画部　都市総務課

基本計画 施策番号 計画的なまちづくり
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 国土利用計画法

事業目的
（最終的に目指す状態）

国土利用計画法に係る土地取引の届出の経由事務を執行する。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 3,624 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 568 581 649 67 国庫支出金 0

3,615 3,574 △ 41

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0 0

その他 0 0 0 0 都支出金 179 124 104 △ 20

小計 4,192 4,197 4,223 26 分担金及び負担金 0 0 0 0

物
件
費
等

物件費 269 211 170 △ 41 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0 0 0 その他 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 小計 179 124 104 △ 20

小計 269 211 170 △ 41

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

国土利用計画法に定める土地取引の規制に関する経由事務費等
交付金【104千円】

0.50人 0.50人 0.50人 0.00人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

その他 0

小計 0 0 0 0
0000特別収支差額（Ｂ）

△ 5△ 4,289△ 4,284△ 4,281
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳 消耗品費【170千円】

小計 4,460 4,408 4,393 △ 15

小計 4,460 4,408 4,393 △ 15

移転費用 0 0 0 0

②
活動
指標

届出件数 件 55 29 30 1
実績による

その他 人件費比率 ％ 94.0 95.2 96.1 0.9

146,441 △ 5,553

③

単位当たりコスト 円/件 81,095 151,994

単位当たりコスト 円/

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
⑤



事業実績

2年度目標
国土利用計画法東京都区市町村事務処理要領を遵守
し、速やかに事務を実施

元年度末
時点の課題

事前相談の問合せが多く、相談業務に時間が
かかることが多くなっている中での速やかな
事務の実施

目標に対する
事業実績

国土利用計画法東京都区市町村事務処理要領を遵守す
るとともに、データ入力をすることで必要な様式（送
付文・審査票・照会文等）を作成できるファイルを活
用し、照会等の事務を速やかに実施

課題への対応

国土利用計画法東京都区市町村事務処理要領
を遵守し、照会等の事務を速やかに実施

解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

今後の取組

3年度目標
国土利用計画法東京都区市町村事務処理要領を遵守
し、速やかに事務を実施

2年度末
時点の課題

事前相談の問合せが多く、相談業務に時間が
かかることが多くなっている中での速やかな
事務の実施

3年度の取組

国土利用計画法東京都区市町村事務処理要領を遵守す
るとともに、データ入力をすることで必要な様式（送
付文・審査票・照会文等）を作成できるファイルを活
用し、照会等の事務を速やかに実施

4年度の計画
国土利用計画法東京都区市町村事務処理要領
を遵守し、照会等の事務を速やかに実施
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款 08 項 01 目 01

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 道路の管理 事業類型

予算科目 会計 一般会計 土木費 土木管理費 土木総務費

その他

担当部課 道路交通部　路政課、管理課、財産課

基本計画 施策番号 安全・快適な道路環境の整備
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 道路法、八王子市公共物管理条例、八王子市手数料条例

事業目的
（最終的に目指す状態）

道路の適正な維持管理に努め、市民が安心して暮らせる生活環境を整備する。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 32,234 34,952 37,846 2,894 国庫支出金 0

210,925 208,533 △ 2,392

経
常
収
入

保険料 0

2,970

0 0 0

その他 0 0 0 0 都支出金 0 0 0 0

小計 242,560 245,877 246,379 502 分担金及び負担金 0 0 0 0

物
件
費
等

物件費 57,353 53,640 57,268 3,628 使用料及び手数料 3,140 2,675 △ 465

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 3,870,064 4,001,366 4,225,668 224,302 その他 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 小計 2,970 3,140 2,675 △ 465

小計 3,927,417 4,055,006 4,282,936 227,929
経常収支差額（Ａ） △ 4,169,496 △ 4,300,147 △ 4,529,041 △ 228,895

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

徴収不能引当金繰入額 0 0 0

その他 2,115 2,128 2,131 3 特別収入 0

0 0 0 0 特別費用 172,943

0 0 0
小計 4,172,093 4,303,011 4,531,445 228,435

0 0 0

小計 2,115 2,128 2,131 3
特別収支差額（Ｂ） △ 172,943

経　常　収　入

主な内訳 道路台帳補正委託料【38,610千円】
土地境界図交付・証明手数料【2,657千円】
市道証明手数料【17千円】

△ 4,342,439 △ 4,300,147 △ 4,529,041 △ 228,895
小計 4,172,466 4,303,287 4,531,716 228,430

移転費用 373 276 271 △ 5 本年度収支差額
（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 210,326

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

29.02人 29.17人 29.17人 0.00人

2年度 経　常　費　用

2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因指標名 単位 30年度 元年度(a)

その他 人件費比率 ％ 5.8 5.7 5.4 △0.3

③  

②  
単位当たりコスト 円/

④

単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
⑤



事業実績

2年度目標

・道路パトロール及び市民等からの要望に基づく、道
路の適正な維持管理。
・道路占用の許可及び占用工事における復旧範囲の立
会確認による、適切な道路の環境整備。
・迅速な境界確定及び証明発行業務。

元年度末
時点の課題

・トンネル点検について、日常的にパトロー
ルを行い、簡易的な観察を行っているが本来
はトンネルに関する専門知識を有する技術者
による評価が必要。
・道路占用料の徴収（法定事務）事務におけ
る、職員の入力作業の増加への対応。

目標に対する
事業実績

・道路パトロール及び市民等からの要望に基づく、道
路の適正な維持管理。
　調査件数：361件　是正件数：205件
・委託による適切な道路台帳の補正・更新を行うとと
もに、市民や事業者等への道路台帳の情報提供・相談
対応を行った。
　道路台帳閲覧件数：6,775件
・道路占用の許可及び専用工事における復旧範囲の立
会確認を行い適切な道路の環境整備に努めた。
・境界確定及び土地境界図の作成、交付業務を行っ
た。
　境界確定申請受付　372件、土地境界図作成　426件
　調査相談件数　5,283件、土地境界図交付　8,858
枚、諸証明手数料　2,657,400円

課題への対応

・トンネル予防保全計画に基づき点検を実
施。
・道路占用料の徴収データ管理において効率
化が図れるよう現状分析等を行っている。

解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

今後の取組

3年度目標

道路台帳システムの管理や道路占用の許可、境界の確
定業務などを行う。
パトロール及び市民等からの要望をもとに、道路の適
正な維持管理を行う。

2年度末
時点の課題

・トンネル点検について、日常的にパトロー
ルを行い、簡易的な観察を行っているが本来
はトンネルに関する専門知識を有する技術者
による評価が必要。
・道路占用料の徴収（法定事務）事務におけ
る、職員の入力作業の増加への対応。

3年度の取組

道路台帳システムの管理や道路占用の許可、境界の確
定業務などを行う。
パトロール及び市民等からの要望をもとに、道路の適
正な維持管理を行う。

4年度の計画

道路台帳システムの管理や道路占用の許可、
境界の確定業務などを行う。
パトロール及び市民等からの要望をもとに、
道路の適正な維持管理を行う。
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款 08 項 01 目 01

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

⑤

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
③

単位当たりコスト 円/件 ― 783,186
②

活動
指標

要望・苦情受理件数 件 ― 431 282 △ 149
元年度は台風第19号関連による増

その他 人件費比率 ％ 21.1 4.4 6.3 1.9

1,154,885 371,700

小計 434,847 337,553 325,678 △ 11,875

小計 434,540 337,313 325,551 △ 11,762

移転費用 307 240 127 △ 113

その他 159

小計 663 134 202 68
0000特別収支差額（Ｂ）

△ 53,596△ 325,617△ 272,021△ 434,847
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

145

経　常　収　入

主な内訳
雨水管台帳データ作成業務委託料【1,441千円】
水路管理システム機能改良業務委託料【990千円】
軽貨物自動車購入費（2台）【2,084千円】

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

11.50人 1.88人 2.18人 0.30人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

202 58 特別収入 0 0 0 0

小計 342,158 322,396 304,931 △ 17,465

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 504 △ 11 0 11

300,905 △ 17,794 その他 0 65,532 60 △ 65,472

その他 0 0 0 0 小計 0 65,532 60 △ 65,472

0

物
件
費
等

物件費 3,487 3,697 4,026 329 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 338,671 318,699

小計 91,719 14,783 20,418 5,635 分担金及び負担金 0 0 0

0

その他 0 0 0 0 都支出金 0 0 0 0

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 83,348 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 8,372 1,189 4,833 3,644 国庫支出金 0

13,594 15,585 1,991

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0

事業目的
（最終的に目指す状態）

八王子市公共物管理条例に基づき、平成14年4月より国から譲与された水路の財産及び機能管理を行う。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

水循環部　水環境整備課

基本計画 施策番号 健全な水循環の再生
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 八王子市公共物管理条例

△ 53,596△ 325,617△ 272,021△ 434,847経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 水路の管理 事業類型 指導・規制・許認可

予算科目 会計 一般会計 土木費 土木管理費 土木総務費

担当部課



今後の取組

3年度目標

・水路の適正管理
・要望・苦情への効率的対応
・システムデータ拡張及び雨水管台帳作成を実施す
る。

2年度末
時点の課題

・市内水路（敷）の全容を詳細に把握できて
いない
・すべての水路を常時監視できない
・草刈等の要望・苦情に対応しきれない
・要望・苦情対応体制の煩雑化と、それに伴
う業務量の増（非効率化）

3年度の取組
・定期的な水路パトロール等の実施
・要望・苦情への対応（説得、丁寧な説明等）
・発注方法の改善等による効率化

4年度の計画

・定期的な水路パトロール等の実施
・要望・苦情への対応（説得、丁寧な説明
等）
・発注方法の改善等による効率化

目標に対する
事業実績

・定期的な水路パトロール等の実施
・要望・苦情への対応（説得、丁寧な説明等）

課題への対応

・可能な限り現場確認を行う
・要望・苦情箇所の実施調整等による効率化
・関係所管との綿密な調整と連携強化、業務
区分整理

一部解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
改善

事業実績

2年度目標
・水路の適正管理
・要望・苦情への効率的対応

元年度末
時点の課題

・市内水路（敷）の全容を詳細に把握できて
いない
・すべての水路を常時監視できない
・草刈等の要望・苦情に対応しきれない
・要望・苦情対応体制の煩雑化と、それに伴
う業務量の増（非効率化）
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款 08 項 01 目 01

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

7,493△ 270,552△ 278,046△ 273,108経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 市有建物の設計・工事施行監督 事業類型 内部事務

予算科目 会計 一般会計 土木費 土木管理費 土木総務費

担当部課 契約資産部　建築課

基本計画 施策番号 持続可能な行財政運営
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 地方自治法、建築士法

事業目的
（最終的に目指す状態）

市発注工事の設計委託・工事契約の適正な履行の確保、完了の確認

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 208,007 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 51,560 45,485 38,657 △ 6,828 国庫支出金 0

218,373 214,824 △ 3,549

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0 0

その他 6,743 8,970 11,320 2,350 都支出金 0 0 0 0

小計 266,310 272,828 264,801 △ 8,027 分担金及び負担金 0 0 0 0

物
件
費
等

物件費 6,704 5,136 5,639 503 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 9 0 0 0 その他 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 小計 0 0 0 0

小計 6,713 5,136 5,639 503

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

28.70人 30.20人 30.05人 △ 0.15人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

その他 0

小計 0 0 0 0
0000特別収支差額（Ｂ）

7,493△ 270,552△ 278,046△ 273,108
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳 ―

小計 273,108 278,046 270,552 △ 7,493

小計 273,023 277,965 270,440 △ 7,525

移転費用 86 81 112 31

②

その他 人件費比率 ％ 97.5 98.1 97.9 △0.2

③

単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
⑤



事業実績

2年度目標
事業に対し常に現場の視点として依頼をを受けた案
件に対し、Q、C、D、S、E（品質、コスト、工期、安
全、環境）について適正に管理されている。

元年度末
時点の課題

給食センター（元横山）新築工事などの業務
量が大きい大型案件が着工する中で、前年度
の自然災害の影響により、いずみの森小中学
校新築工事などが工期延期となり、特定職員
の業務量の増大が予想されるため、業務体制
の見直しを行う必要がある。
また、老朽化した設備機器の更新工事の依頼
が増大した結果として生じている機械設備担
当の負担増を解決し課全体の業務の平準化を
図る必要がある。

目標に対する
事業実績

設計・工事監督業務等（債務負担解消分及びR３年継
続事業を含む）283件、概算見積書作成業務438件を
行った。
Q、C、D、S、E（品質、コスト、工期、安全、環境）
について、適正に管理した。

課題への対応

大型案件への対応による業務の負担の軽減及び、老
朽化した設備機器の更新工事に対応するため、可能
な範囲での職種を超えた課内の応援体制による業務
の平準化の推進に取り組んだ。
しかしながら、前年度の自然災害による被災住宅の
応急修理や公費解体のための業務や結果的に各所管
課からの依頼の取下げなどがほとんど無かった中で
新型コロナウイルス感染症対策のために行った年度
当初のシフト勤務の影響により全体的に人材不足の
状態であったと共に、応援体制とかでは賄えない専
門的な業務に対する人材不足により、多くの時間外
勤務が発生した。

一部解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
改善

今後の取組

3年度目標

・事業に対し、常に現場の視点として、依頼を受け
た案件に対し、Q,C,D,S,E（品質、コスト、工期、安
全、環境）について、適正に管理されている。
・工事監理委託の検証と委託内容を整備し、人材育
成に活用されている。

2年度末
時点の課題

ベテラン職員の退職及び人事異動による転出
や大手企業の工事管理手法や最新の技術を習
得する機会である大型工事案件が限られてい
るなど、専門技術の習得や継承が困難な状況
の中でにおいても質の高い建築物の完成を目
指した施工管理を実施しなくてはならない。

3年度の取組

・依頼を受けた案件に対し、Q,C,D,S,E（品質、コス
ト、工期、安全、環境）について、適正に管理する
ために、人事異動により配属された職員に対する率
的なＯＪＴによる人材育成によるレベルアップを図
り、課全体の業務遂行能力の向上を図ると共に、工
事監理委託の工事監理者の業務検証と委託内容を整
備し、人材育成に活用していく。
また、建築担当に関してはラインの主査の業務分担
の見直しを行い管理体制の強化を図っていく。

4年度の計画

次年度以降の事業所管課の計画などの情報を
早めに収集すると共に、計画の作成のアドバ
イスなどを行うことにより、適正な設計、工
事期間をもたせるようにすると共に、建築課
内の業務の平準化を図ることにより、各担当
が余裕を持ってQ、C、D、S、E（品質、コス
ト、工期、安全、環境）に取組めるようにす
る。
また、職種を超えた課内の応援体制の推進を
図り、職種の枠を超えた課内のゼネラリスト
の育成を図っていく
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款 08 項 02 目 01

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

12,405△ 34,445△ 46,850△ 85,535経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 道路・水路補修センター管理 事業類型 施設運営

予算科目 会計 一般会計 土木費 道路橋りょう費 道路橋りょう総務費

担当部課 道路交通部　補修センター

基本計画 施策番号 安全・快適な道路環境の整備
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 ―

事業目的
（最終的に目指す状態）

　道路・水路及び橋りょう等の維持補修の拠点としての補修センター及び補修用車両等の管理・整備を行い、生活道路
の安全性の向上を図る。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 14,495 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 2,271 1,075 822 △ 253 国庫支出金 0

12,293 9,651 △ 2,642

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0 0

その他 0 0 0 0 都支出金 0 0 0 0

小計 16,766 13,368 10,473 △ 2,895 分担金及び負担金 0 0 0 0

物
件
費
等

物件費 24,398 16,505 16,395 △ 109 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 29,524 2,290 2,048 △ 242 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 13,492 14,560 5,714 △ 8,846 その他 36 1,215 1,448 233

その他 0 0 0 0 小計 36 1,215 1,448 233

小計 67,413 33,355 24,158 △ 9,198

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 6 4 2 △ 2

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

870 △ 73 特別収入 △ 0 292 121 △ 171

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

2.00人 1.70人 1.35人 △ 0.35人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

その他 1,016

小計 1,023 947 872 △ 75
△ 171121292△ 0特別収支差額（Ｂ）

12,235△ 34,324△ 46,558△ 85,535
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

943

経　常　収　入

主な内訳
公共料金【4,042千円】
燃料費【2,290千円】

小計 85,571 48,065 35,893 △ 12,172

小計 85,202 47,670 35,502 △ 12,168

移転費用 368 395 391 △ 4

②

その他 人件費比率 ％ 19.6 27.8 29.2 1.4

③

単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
⑤



事業実績

2年度目標
　補修センター施設及び補修用車両、機材等の適切な
維持管理

元年度末
時点の課題

　防災拠点としての補修センターの施設、資
機材の老朽化対策

目標に対する
事業実績

・補修センター（庁舎・倉庫・車庫・資材置場）の管
理
・補修用車両、資材の管理

課題への対応

・補修センター（庁舎・倉庫・車庫・資材置
場）を適切に管理した。

・補修用車両、資材を適切に管理した。

解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

今後の取組

3年度目標
　補修センター施設及び補修用車両や機材等の適切な
維持管理

2年度末
時点の課題

　防災拠点としての補修センターの施設、資
機材の老朽化対策

3年度の取組
・施設の保守点検を適切に実施する。
・補修用車両を適切に管理する。

4年度の計画
　補修センター施設及び補修用車両、機材等
を適切に維持管理する。
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款 08 項 02 目 02

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

⑤

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
③

単位当たりコスト 円/
②

その他 人件費比率 ％ 34.8 42.6 36.4 △6.2

小計 214,650 169,723 248,433 78,710

小計 207,697 164,787 245,002 80,215

移転費用 6,953 4,936 3,431 △ 1,505

その他 0

小計 63,219 51,957 41,303 △ 10,653
000△ 3,924特別収支差額（Ｂ）

△ 77,710△ 247,433△ 169,723△ 218,573
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳 ―

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

8.70人 8.65人 9.80人 1.15人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

小計 69,741 40,572 113,240 72,668

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 63,219 51,957 41,303 △ 10,653

16,810 12,009 その他 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 小計 0 0 1,000 1,000

0

物
件
費
等

物件費 37,837 29,431 34,172 4,741 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 27,330 6,340 62,258 55,918 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 4,574 4,801

小計 74,737 72,258 90,459 18,201 分担金及び負担金 0 0 0

1,000

その他 0 0 0 0 都支出金 0 0 0 0

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 63,054 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 11,683 9,711 20,400 10,689 国庫支出金 0

62,547 70,059 7,512

経
常
収
入

保険料 0

0

0 1,000

事業目的
（最終的に目指す状態）

　交通機能の保全と住環境の改善を図るため、老朽化した舗装等道路施設の補修や更新を行う。
　また、安全で歩きやすい歩行空間を確保するため、無電柱化やユニバーサルデザインを取り入れた道路整備や安全な
自転車走行空間を創出する道路の改良整備を行うとともに、第三者被害を防止する観点から調査も行う事を目的として
いる。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

道路交通部　路政課、建設課、管理課

基本計画 施策番号 安全・快適な道路環境の整備
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 道路法、八王子市私道整備事業補助金交付要綱

△ 77,710△ 247,433△ 169,723△ 214,650経常収支差額（Ａ）

特別費用 3,924 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 道路の改良整備 事業類型 ハード事業

予算科目 会計 一般会計 土木費 道路橋りょう費 道路維持費

担当部課



今後の取組

3年度目標

　国が策定した「舗装点検要領」等に基づき、市が定
めた重要路線については、定期的な点検と適切な修繕
計画に基づく更新を確実に実施していくとともに、従
来の対症療法についても効率的な長寿命化を図るため
に予防保全への対応に移行をしていく。

2年度末
時点の課題

　市が定めた重要路線について、国が策定し
た「舗装点検要領」等に基づいた定期点検を
実施するとともに、劣化している道路につい
て修繕計画に基づいた適切な修繕工事を実施
していかなければならない。

3年度の取組

　点検計画に基づいた定期点検を実施し、その結果に
基づき交通機能の保全と住環境の改善を図るため、老
朽化した道路の改良を行うとともに、予防保全工事を
実施する。

4年度の計画
　令和3年度の定期点検の点検結果に基づき、
修繕計画を更新するとともに、その結果に基
づいた適切な修繕工事を実施していく。

目標に対する
事業実績

　点検計画に基づいた定期点検を実施し、その結果に
基づき交通機能の保全と住環境の改善を図るため、老
朽化した道路の改良を行うとともに、予防保全工事を
行った。

課題への対応

定期的な点検と修繕計画に基づく適切な修繕
工事を実施。

解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

事業実績

2年度目標

　国が策定した「舗装点検要領」等に基づき、市が定
めた重要路線については、定期的な点検と適切な修繕
計画に基づく更新を確実に実施していくとともに、従
来の対症療法についても効率的な長寿命化を図るため
に予防保全への対応に移行をしていく。

元年度末
時点の課題

　市が定めた重要路線について、国が策定し
た「舗装点検要領」等に基づいた定期点検を
実施するとともに、劣化している道路につい
て修繕計画に基づいた適切な修繕工事を実施
していかなければならない。
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款 08 項 02 目 02

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

⑤

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
③

単位当たりコスト 円/
②

その他 人件費比率 ％ 15.6 13.3 18.5 5.2

小計 546,373 519,047 514,873 △ 4,174

小計 546,270 519,016 514,823 △ 4,193

移転費用 103 31 50 19

その他 0

小計 11 29 45 15
0000特別収支差額（Ｂ）

△ 3,775△ 511,047△ 507,273△ 546,259
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳 ―

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

10.18人 8.80人 10.20人 1.40人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

小計 461,240 449,790 419,299 △ 30,491

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 11 29 45 15

13,618 442 その他 114 5,023 86 △ 4,937

その他 0 0 0 0 小計 114 11,775 3,826 △ 7,949

0

物
件
費
等

物件費 325,722 312,272 276,284 △ 35,989 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 122,378 124,341 129,397 5,056 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 13,140 13,176

小計 85,019 69,197 95,479 26,282 分担金及び負担金 0 0 0

3,740

その他 0 0 811 811 都支出金 0 6,752 0 △ 6,752

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 73,781 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 11,238 5,565 21,749 16,184 国庫支出金 0

63,632 72,919 9,287

経
常
収
入

保険料 0

0

0 3,740

事業目的
（最終的に目指す状態）

市民の交通事故を未然に防止するため、交通安全施設を計画的に整備改修し、安全で住みよい環境の街をつくる。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

道路交通部　路政課、管理課、建設課、補修センター

基本計画 施策番号 安全・快適な道路環境の整備
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 道路法、道路交通法、道路構造令

△ 3,775△ 511,047△ 507,273△ 546,259経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 交通安全施設の整備 事業類型 ハード事業

予算科目 会計 一般会計 土木費 道路橋りょう費 道路維持費

担当部課



今後の取組

3年度目標

・市内の照明灯、防護柵、区画線などの交通安全施設
の整備改修工事を行う。
・通学路の交通安全施設の整備改修工事を行い、適切
に維持管理する。

2年度末
時点の課題

―

3年度の取組
　照明灯、防護柵、区画線などの交通安全施設の整備
改修工事を行うとともに、通学路の安全対策工事を行
う。

4年度の計画

・市内の照明灯、防護柵、区画線などの交通
安全施設の整備改修工事を行う。
・通学路の交通安全施設の整備改修工事を行
い、適切に維持管理する。

目標に対する
事業実績

照明灯、防護柵、区画線などの交通安全施設の整備改
修工事を行うとともに、通学路の安全対策工事を行っ
た。

課題への対応

―

―

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

事業実績

2年度目標

・市内の照明灯、防護柵、区画線などの交通安全施設
の整備改修工事を行う。
・通学路の交通安全施設の整備改修工事を行い、適切
に維持管理する。

元年度末
時点の課題

―
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款 08 項 02 目 02

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

△ 106,485△ 804,957△ 698,471△ 755,537経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 道路・水路の維持補修 事業類型 ハード事業

予算科目 会計 一般会計 土木費 道路橋りょう費 道路維持費

担当部課 道路交通部　路政課、補修センター

基本計画 施策番号 安全・快適な道路環境の整備
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等
道路法、道路構造令、八王子市公共施設アドプト制度に関する基本指針、八王子市私道整備砂利支給要綱、八王子市道
路除雪作業補助金交付要綱

事業目的
（最終的に目指す状態）

・生活道路の安全性向上
・市民と行政の協働による道路維持管理の新たな制度を導入し、市民の自発的な道路管理維持と道路の利用促進をする
ことで、美化意識の向上と、地域コミュニティの活性化を図る。
・降雪時における地域での共助による生活道路の除雪作業を促進する。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 224,676 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 30,732 17,720 52,255 34,535 国庫支出金 0

202,609 214,252 11,643

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0 0

その他 0 0 7,850 7,850 都支出金 0 0 0 0

小計 255,409 220,329 274,357 54,028 分担金及び負担金 0 0 0 0

物
件
費
等

物件費 87,442 94,311 121,925 27,614 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 412,457 389,128 408,263 19,135 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0 0 0 その他 0 5,751 0 △ 5,751

その他 0 0 0 0 小計 0 5,751 0 △ 5,751

小計 499,899 483,439 530,188 46,749

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

273 △ 29 特別収入 0 0 0 0

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

31.00人 28.02人 29.97人 1.95人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

その他 82

小計 82 302 273 △ 29
△ 0△ 00△ 0特別収支差額（Ｂ）

△ 106,485△ 804,957△ 698,471△ 755,537
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

302

経　常　収　入

主な内訳

道路維持補修工事費【197,313千円】
多摩ニュータウン道路維持委託料【167,960千円】
除草・草刈委託料【61,823千円】
直営作業用原材料購入費【22,498千円】

小計 755,537 704,222 804,957 100,734

小計 755,390 704,070 804,819 100,749

移転費用 147 152 138 △ 15

②
活動
指標

私道整備砂利
支給件数

件 13 18 9 △ 9
実績による

その他 人件費比率 ％ 33.8 31.3 34.1 2.8

89,439,626 50,316,161

③

単位当たりコスト 円/件 58,118,250 39,123,465

単位当たりコスト 円/

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
⑤



事業実績

2年度目標
災害等に対する他所管との連携対応体制が整備され、
市民からの苦情要望ができ、円滑な道路交通が確保さ
れた状態。

元年度末
時点の課題

　老朽化した道路インフラの効率的な補修、
整備

目標に対する
事業実績

・道路・水路の維持補修
・砂利の支給
・道路アドプト制度の促進

課題への対応

・道路・水路の維持補修
・砂利の支給
・道路アドプト制度の促進

解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

今後の取組

3年度目標

道路等施設の損傷等に伴う苦情・要望に対する迅速な
対応をはじめ、自然災害に対する他所管との連携する
ことで、市民の安全・安心な交通環境が確保された状
態。

2年度末
時点の課題

近年増加している台風や大雨、降雪などの自
然災害に迅速に対応するため、他所管との連
携や対応体制の構築が課題である。

3年度の取組

・道路・水路の維持補修
・砂利の支給
・道路アドプト制度の促進

4年度の計画
　老朽化した道路インフラを効率的に補修、
整備する。
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款 08 項 02 目 02

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

△ 9,607△ 281,298△ 271,690△ 211,311経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 街路樹等維持管理 事業類型 ハード事業

予算科目 会計 一般会計 土木費 道路橋りょう費 道路維持費

担当部課 道路交通部　補修センター

基本計画 施策番号 安全・快適な道路環境の整備
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 道路法、道路構造令

事業目的
（最終的に目指す状態）

街路樹・植栽帯の維持管理を行い、安全で住みよい環境のまちをつくる。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 21,018 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 3,293 3,776 9,014 5,239 国庫支出金 0

21,331 25,736 4,405

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0 0

その他 0 0 0 0 都支出金 0 0 0 0

小計 24,311 25,107 34,750 9,644 分担金及び負担金 0 0 0 0

物
件
費
等

物件費 0 0 10,140 10,140 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 186,999 246,584 246,547 △ 37 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0 0 0 その他 0 0 10,140 10,140

その他 0 0 0 0 小計 0 0 10,140 10,140

小計 186,999 246,584 256,687 10,103

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

2.90人 2.95人 3.60人 0.65人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

その他 0

小計 0 0 0 0
0000特別収支差額（Ｂ）

△ 9,607△ 281,298△ 271,690△ 211,311
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳 街路樹維持委託料【246,547千円】

小計 211,311 271,690 291,437 19,747

小計 211,311 271,690 291,437 19,747

移転費用 0 0 0 0

②
活動
指標

街路樹本数
（高・中木）

本 27,506 27,388 27,286 △ 102
実績による

その他 人件費比率 ％ 11.5 9.2 11.9 2.7

10,681 761

③

単位当たりコスト 円/ 7,682 9,920

単位当たりコスト 円/

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
⑤



事業実績

2年度目標
　街路樹等の剪定等が適切に実施され、安全かつ円滑
な交通が確保された状態。

元年度末
時点の課題

　計画的に剪定を実施している中で苦情・要
望案件に対し如何に優先順位をつけて対応す
るかが課題である。また、大木化、老木化し
て倒木の危険もある中で、いかに市民の安全
を確保していくかが課題である。

目標に対する
事業実績

　計画的に剪定等を実施し、街路樹等の維持管理を
行った。

課題への対応

　計画的に剪定等を実施し、街路樹等の維持
管理を行った。

解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

今後の取組

3年度目標
　街路樹の剪定等による維持管理を適切に実施するこ
とで、市民の安全・安心な交通環境を確保している状
態。

2年度末
時点の課題

　街路樹等の剪定を如何に優先順位をつけて
行うかが課題である。また、大木化、老木化
して倒木の危険もある中で、いかに市民の安
全を確保していくかが課題である。

3年度の取組 　計画的に街路樹、植栽帯の維持管理を行う。 4年度の計画 　街路樹、植栽帯を良好な状態で維持する。
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款 08 項 02 目 02

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 駅周辺都市施設維持管理 事業類型

予算科目 会計 一般会計 土木費 道路橋りょう費 道路維持費

施設運営

担当部課 道路交通部　管理課、交通事業課

基本計画 施策番号 交通環境の充実
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 建築基準法、道路法

事業目的
（最終的に目指す状態）

　駅周辺都市施設（駅前広場及びエレベーター、エスカレーター等）を維持管理し、利用者が安全・安心・快適に利用
できるようにするため

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 978 4,803 4,898 95 国庫支出金 0

13,956 15,942 1,986

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0 0

その他 0 0 0 0 都支出金 0 0 0 0

小計 12,284 18,758 20,840 2,082 分担金及び負担金 0 0 0 0

物
件
費
等

物件費 96,718 96,744 106,818 10,073 使用料及び手数料 0 0

減価償却費 114,805 167,639 161,485 △ 6,154 その他 5,055 2,374 1,786

小計 249,455 298,530 274,258 △ 24,271
経常収支差額（Ａ）

0

維持補修費 37,932 34,147 5,956 △ 28,190 繰入金 0 0 0 0

△ 588

その他 0 0 0 0 小計 5,055 2,374 1,786 △ 588

△ 262,326 △ 319,733 △ 297,482 22,250
そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 5,642 4,819 4,169 △ 649

徴収不能引当金繰入額 0 0 0

その他 0 0 0 0 特別収入 0

0 0 0 0 特別費用 0

0 0 0
小計 267,381 322,107 299,268 △ 22,839

0 0 0

小計 5,642 4,819 4,169 △ 649
特別収支差額（Ｂ） 0

経　常　収　入

主な内訳
駅自由通路・エレベーター等維持管理委託
【55,742千円】
八王子駅北口地下自由通路指定管理料【6,113千円】

―

△ 262,326 △ 319,733 △ 297,482 22,250
小計 267,381 322,107 299,268 △ 22,839

移転費用 0 0 0 0 本年度収支差額
（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 11,306

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

1.56人 1.93人 2.23人 0.30人

2年度 経　常　費　用

2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因指標名 単位 30年度 元年度(a)

その他 人件費比率 ％ 4.6 5.8 7.0 1.1

③

②
単位当たりコスト 円/

④

単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
⑤



事業実績

2年度目標

・利用者が安全・安心・快適に駅周辺都市施設（駅前
広場及びエレベーター、エスカレーター等）を利用で
きるようにするための維持管理
・適切な維持管理により市民の用に供され、多くの
方々が安全快適に利用できている状況

元年度末
時点の課題

・八王子駅北口地下自由通路トイレについ
て、老朽化による悪臭や汚損が著しく利用者
からの苦情が多く寄せられていることから、
八王子の玄関口となる駅前の景観を保持する
ための更新検討
・エレベーター、エスカレーターといった昇
降設備の更新時期が近くなってきており、利
用者の安全・快適性を確保するためにも優先
順位をつけた更新計画の立案

目標に対する
事業実績

・指定管理者による適切な管理運営
・八王子駅北口地下自由通路トイレの更新工事を実施
・エレベーター、エスカレーター等の昇降設備につい
て、老朽化状況から更新手法及び時期を検討

課題への対応

・八王子駅北口地下自由通路トイレの更新に
係る予算の確保
・指定管理者による清掃の強化
・昇降設備の更新手法及び優先順位の設定に
向けた検討

一部解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

今後の取組

3年度目標

・利用者が安全・安心・快適に駅周辺都市施設（駅前
広場及びエレベーター、エスカレーター等）を利用で
きるようにするための維持管理
・適切な維持管理により市民の用に供され、多くの
方々が安全快適に利用できている状況

2年度末
時点の課題

・エレベーター・エスカレーター等の昇降設
備について、更新時期が近くなっており、利
用者の安全快適性を確保するためにも優先順
位をつけた更新方針を策定

3年度の取組
・施設の適切な管理により、安全快適に利用できる状
態を維持するため、設備等更新方針を策定し、計画的
な更新工事を実施

4年度の計画
・施設の適切な管理により、安全快適に利用
できる状態を維持
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款 08 項 02 目 02

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

△ 1,933△ 7,738△ 5,805△ 7,194経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 道路維持事務 事業類型 内部事務

予算科目 会計 一般会計 土木費 道路橋りょう費 道路維持費

担当部課 道路交通部　補修センター

基本計画 施策番号 安全・快適な道路環境の整備
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 ―

事業目的
（最終的に目指す状態）

道路維持事務を円滑に進め効率化を図る。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 4,349 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 681 316 1,048 732 国庫支出金 0

3,615 3,932 316

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0 0

その他 0 0 0 0 都支出金 0 0 0 0

小計 5,030 3,932 4,980 1,048 分担金及び負担金 0 0 0 0

物
件
費
等

物件費 1,923 1,884 2,101 217 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0 0 0 その他 0 426 0 △ 426

その他 0 0 0 0 小計 0 426 0 △ 426

小計 1,923 1,884 2,101 217

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

0.60人 0.50人 0.55人 0.05人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

その他 0

小計 0 0 0 0
0000特別収支差額（Ｂ）

△ 1,933△ 7,738△ 5,805△ 7,194
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳 研修参加費等負担金【658千円】

小計 7,194 6,231 7,738 1,507

小計 6,953 5,816 7,080 1,265

移転費用 241 416 658 242

②
活動
指標

研修参加人数 人 25 17 43 26
実績による

その他 人件費比率 ％ 69.9 63.1 64.4 1.3

179,956 △ 186,578

③

単位当たりコスト 円/人 287,749 366,535

単位当たりコスト 円/

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
⑤



事業実績

2年度目標 道路維持事務を円滑に進める。
元年度末

時点の課題
多種多様な市民要望に対応可能な職員の育
成。

目標に対する
事業実績

現場作業の生産性向上のために必要な研修の参加。 課題への対応

現場作業の生産性向上のために必要な研修の
参加。

解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

今後の取組

3年度目標 道路維持事務を円滑に進める。
2年度末

時点の課題
多種多様な市民要望に対応可能な職員の育
成。

3年度の取組 計画的に研修に参加し職員の能力向上を図る。 4年度の計画
市民要望に的確に対応可能な職員の育成を図
る。
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款 08 項 02 目 02

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

△ 125,512△ 150,820△ 25,308△ 135,244経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 水路の改良整備 事業類型 ハード事業

予算科目 会計 一般会計 土木費 道路橋りょう費 道路維持費

担当部課 水循環部　水環境整備課

基本計画 施策番号 健全な水循環の再生
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 八王子市地域防災計画、八王子市水循環計画

事業目的
（最終的に目指す状態）

　水路改修及び雨水排水施設の整備を行い、溢水を防ぎ、市民の生命・財産を守るとともに、道路集水ますの浸透化工
事を行い、雨水流出の抑制を図った。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 78,637 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 11,961 2,745 10,020 7,275 国庫支出金 426

31,382 34,958 3,576

経
常
収
入

保険料 0

0

496 460 △ 36

その他 0 0 0 0 都支出金 0 0 0 0

小計 90,598 34,127 44,978 10,851 分担金及び負担金 0 0 0 0

物
件
費
等

物件費 764 8,909 27,793 18,884 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 31,986 12,762 48,293 35,531 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 5,634 6,633 24,667 18,034 その他 0 42,720 1 △ 42,719

その他 0 0 0 0 小計 426 43,216 461 △ 42,756

小計 38,384 28,304 100,754 72,449

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 6,689 6,093 5,549 △ 545

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

堰等管理事務費【421千円】

10.85人 4.34人 4.89人 0.55人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

その他 0

小計 6,689 6,093 5,549 △ 545
0000特別収支差額（Ｂ）

△ 125,512△ 150,820△ 25,308△ 135,244
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳 ―

小計 135,670 68,524 151,280 82,756

小計 135,670 68,524 151,280 82,756

移転費用 0 0 0 0

②
成果
指標

整備件数 件 5 7 7 0
実績による

その他 人件費比率 ％ 66.8 49.8 29.7 △20.1

21,611,437 11,822,290

③
成果
指標

水路整備延長 ｍ 569.0 474.0

単位当たりコスト 円/件 27,133,954 9,789,147

445.2 △ 28.8
実績による

単位当たりコスト 円/ｍ 238,435 144,565 339,802 195,237

④
成果
指標

流出抑制箇所数 箇所 22 30 30 0
実績による

単位当たりコスト 円/箇所 6,166,808 2,284,134 5,042,669 2,758,534

単位当たりコスト 円/
⑤



事業実績

2年度目標

・水循環計画に定めた「床上浸水ゼロ」をめざし、溢
水などから市民の生命、財産を守るための水路・雨水
排水施設の整備
・浸水対策重点地区における優先的な整備の実施
・総合的な治水対策を推進するため、雨水流出抑制対
策として浸透化工事の実施
・令和元年度台風第19号の被害状況や内水浸水予想区
域などを加味した新たな浸水被害対策の方針について
検討

元年度末
時点の課題

・限られた施工範囲の中で治水を基本としつ
つも、景観、生態系に配慮した水路整備を行
う必要があるため、広く周知し理解を得るな
ど地域住民との合意形成の必要性
・水路の整備にあたっては、利水を含む利害
関係者との兼ね合いから、代替案の検討も含
めた綿密な調整
・令和元年度台風第19号で被害があった地域
等に対する早急な対策

目標に対する
事業実績

≪水路・雨水排水施設整備≫
　　（委託）治水対策検討業務
　　（工事）
　【水路の整備】
　　谷萩川5期（91.2m)
　　中野山王二丁目水路(166.3m)、
　　片倉町879番地先水路（49.8m）
　【雨水排水施設の整備】
　　①川町244番地先雨水管（58.7ｍ）
≪雨水流出抑制事業≫
　　（工事）雨水流出抑制排水施設（30箇所）
≪浸水対策重点整備≫
　【長沼地区雨水対策】
　　（工事）市道691号線排水施設整備2期（79.7ｍ）

課題への対応

・地域住民との合意形成や土地所有者との調
整を密に行うことで円滑な工事の発注を行っ
た。
・令和元年度台風第19号の被害状況を考察
し、早急に治水対策が必要な地域について、
新たな浸水対策重点地区の候補地を抽出し
た。

解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

今後の取組

3年度目標

・浸水対策重点地区（長沼町）において整備の実施及
び早期対策箇所2箇所における測量の完了
・総合的な治水対策を推進するため、雨水流出抑制事
業として既設道路集水枡浸透化工事30箇所の設置
・令和2年度に選定した新たな浸水対策重点地区に対
する治水対策の詳細の検討
・総合的な浸水対策として浸水要因等を踏まえた優先
対策箇所の選定及び対策方法の確立

2年度末
時点の課題

水路整備においては、限られた施工範囲の中
で治水を基本として、景観、生態系に配慮し
た水路整備を行う必要がある。そのため、広
く周知し理解を得るなど地域住民との合意形
成が必要である。
また、水路改修に当たって、用水組合や土地
所有者との調整を密にとりながら代替え案の
検討も含め進める必要がある。
・令和元年度台風第19号で被害があった地域
等に対する早急な対策

3年度の取組

「床上浸水ゼロ」を目指し、溢水などから市民の生
命、財産を守るため水路及び雨水排水施設の整備工事
を鋭意進める。さらに、総合的な治水対策を推進する
ため、雨水流出抑制事業として、計画的に既設集水桝
の浸透化工事を進める。
新たな浸水対策重点地区の内、早急に対応が必要な箇
所について、詳細の検討を進めるとともに、既設の幹
線水路とうの状況把握に着手する。

4年度の計画

≪水路・雨水排水施設整備≫
　　測量委託、設計委託、工事
≪雨水流出抑制事業≫
　　雨水流出抑制工事
≪浸水対策重点整備≫
　　測量委託、設計委託、工事
　　（長沼地区雨水対策）
　　（新たな浸水対策重点地区）
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款 08 項 02 目 02

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

20,496△ 9,633△ 30,129△ 12,553経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 水辺づくりの推進 事業類型 ハード事業

予算科目 会計 一般会計 土木費 道路橋りょう費 道路維持費

担当部課 水循環部　水環境整備課、まちなみ整備部　公園課

基本計画 施策番号 健全な水循環の再生
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 ③ ④

根拠法令等 八王子市水循環計画、河川維持業務の委託に関する協定

事業目的
（最終的に目指す状態）

　地域の特性を生かし、湧水周辺等の整備を行い、水辺の再生を図る。また、地下水を河川へ導水する導水管整備を行
い、浅川の水量確保を図る。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 9,784 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 846 9,757 1,010 △ 8,746 国庫支出金 0

17,643 11,867 △ 5,776

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0 0

その他 0 0 0 0 都支出金 0 0 0 0

小計 10,631 27,400 12,877 △ 14,523 分担金及び負担金 0 0 0 0

物
件
費
等

物件費 1,356 14,628 13,614 △ 1,014 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 510 510 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 576 576 1,173 597 その他 35 12,500 18,569 6,069

その他 0 0 0 0 小計 35 12,500 18,569 6,069

小計 1,933 15,205 15,297 93

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 24 24 27 3

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

1.35人 2.44人 1.66人 △ 0.78人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

その他 0

小計 24 24 27 3
0000特別収支差額（Ｂ）

20,496△ 9,633△ 30,129△ 12,553
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳 ―

小計 12,587 42,629 28,202 △ 14,427

小計 12,587 42,629 28,202 △ 14,427

移転費用 0 0 0 0

②
成果
指標

整備完了件数 件 ― 1 2 1 明神町湧水導水管整備工事の2期3期の完了年度が重なっ
たため。

その他 人件費比率 ％ 84.5 64.3 45.7 △18.6

14,101,021 △ 28,527,865

③

単位当たりコスト 円/件 ― 42,628,885

単位当たりコスト 円/

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
⑤



事業実績

2年度目標

地域の特性を生かし、湧水周辺等の整備を行い、水辺
の再生を図る。また、地下水を河川へ導水する導水管
整備を行い、浅川の水量確保を図る。
≪河川水量の確保≫
湧水導水管整備の完了
船森公園水辺整備に向けた実施設計

元年度末
時点の課題

≪河川水量の確保≫
湧水導水管整備工事について、占用企業者と
の調整、無電柱化事業との調整
船森公園水辺整備実施設計についての地元調
整

目標に対する
事業実績

≪河川水量の確保≫
（設計）船森公園水辺整備の実施設計
（工事）導水管の敷設の完了

課題への対応

関係機関との調整を十分に行うことで、円滑
な工事発注、竣工に努めた。
船森公園水辺整備について、地元及び指定管
理者等と調整を行いながら委託を完成させ
た。

解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

今後の取組

3年度目標

≪河川水量の確保≫
・船森公園水辺整備工事完了
≪生態系豊かな水辺の整備≫
・叶谷榎池における施設整備工事の完了と開放の開始
・宮嶽池における地域住民等の意見を踏まえた整備方
針の策定
≪南浅川水辺でつなぐまちづくり≫
地域住民等による河川の利活用のため、南浅川の河川
環境を良好に保つ。
≪高尾山口駅周辺整備≫
・案内川と整備対象地の境界確定のための関係者間協
議の実施
・ワークショップの実施

2年度末
時点の課題

・関係機関との調整
・船森公園利用者へ工事実施の十分な周知、
安全対策の徹底、隣接保育園の避難通路確保
などに配慮した整備の実施

3年度の取組

≪河川水量の確保≫
船森公園水辺整備工事
≪生態系豊かな水辺の整備≫
叶谷榎池公園整備2期
宮嶽池整備基本設計

4年度の計画

≪河川水量の確保≫
船森公園水辺、湧水導水管の維持管理
≪生態系豊かな水辺の整備≫
宮嶽池基本設計等
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款 08 項 02 目 03

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

⑤

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

947 △ 91
対象地の変動によるもの

単位当たりコスト 円/㎡ 66,881 110,271 149,724 39,454
③

用地取得面積 ㎡ 1,848 1,039

単位当たりコスト 円/件 630,472 545,373
②

みなし申請件数 件 196 210 172 △ 38
実績による

その他 人件費比率 ％ 82.3 87.6 76.3 △11.4

824,711 279,338

小計 123,573 114,528 141,850 27,322

小計 123,573 114,528 135,308 20,780

移転費用 0 0 6,542 6,542

その他 0

小計 574 616 612 △ 4
4,6630△ 4,6630特別収支差額（Ｂ）

△ 27,322△ 141,850△ 114,528△ 123,573
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳
みなし道路境界調査資料作成委託料【11,059千円】
生活道路境界確定測量委託料【9,265千円】

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

12.05人 12.00人 12.35人 0.35人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 △ 4,663 0 4,663

小計 21,260 13,536 26,507 12,971

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 574 616 612 △ 4

0 0 その他 0 4,663 0 △ 4,663

その他 0 0 0 0 小計 0 4,663 0 △ 4,663

0

物
件
費
等

物件費 12,583 13,536 21,025 7,489 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 8,677 0 5,482 5,482 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0

小計 101,739 100,377 108,190 7,813 分担金及び負担金 0 0 0

0

その他 0 0 1,451 1,451 都支出金 0 0 0 0

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 87,334 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 14,405 13,606 18,450 4,844 国庫支出金 0

86,771 88,289 1,518

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0

事業目的
（最終的に目指す状態）

・都市基盤の拡充や生活環境の改善を図るため、歩行者や自転車及び車の通行や防災面で支障をきたしている狭あい道
路の拡幅改修や交差点の改良等を行う。
・幹線１級１７号線を現状の幅員15ｍから18ｍに拡幅することにより、歩車道分離の歩道整備を行い、歩行空間の安全
性を確保するとともに、現状の３車線を４車線化することにより交通渋滞の緩和等、幹線道路としての機能の充実を図
る。
・道路ネットワークでボトルネックとなっている交差点を、右折レーンの付加車線設置等、比較的短期間小投資によ
り、安全性向上や通行機能の改善効果を期待できる局所的な道路の改良を行うための調査等。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

道路交通部　計画課、建設課

基本計画 施策番号 安全・快適な道路環境の整備
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 道路法

△ 31,985△ 141,850△ 109,865△ 123,573経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 幹線・生活道路の整備 事業類型 ハード事業

予算科目 会計 一般会計 土木費 道路橋りょう費 道路新設改良費

担当部課



今後の取組

3年度目標
2年度末

時点の課題
・地権者の理解を得ながら道路拡幅事業を実
施する必要がある

3年度の取組 4年度の計画
・現地調査及び測量
・道路用地の買収や物件移転補償並びに工事
・みなし道路条例による道路拡幅整備

・現地調査及び測量
・道路用地の買収や物件移転補償並びに工事
・みなし道路条例による道路拡幅整備

・他所管とも連携しながら、道路整備を実施
・現地調査及び測量
・道路用地の買収や物件移転補償並びに工事
・みなし道路条例による道路拡幅整備

目標に対する
事業実績

・他所管とも連携しながら、道路整備実施
・現地調査及び測量
・道路用地の買収や物件移転補償並びに工事
・みなし道路条例による道路拡幅整備

課題への対応

・地権者への懇切丁寧な説明を行い、事業を
実施

解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

事業実績

2年度目標
・現地調査及び測量
・道路用地の買収や物件移転補償並びに工事
・みなし道路条例による道路拡幅整備

元年度末
時点の課題

・地権者の理解を得ながら道路拡幅事業を実
施する必要がある
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款 08 項 02 目 03

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

⑤

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
③

単位当たりコスト 円/
②

その他 人件費比率 ％ 41.7 58.6 30.8 △27.8

小計 16,872 11,558 19,215 7,657

小計 16,872 11,558 19,215 7,657

移転費用 0 0 0 0

その他 0

小計 0 0 0 0
0000特別収支差額（Ｂ）

△ 7,657△ 19,215△ 11,558△ 16,872
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳
委託料【13,299千円】
公有財産購入費【6,344千円】

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

0.77人 0.79人 0.74人 △ 0.05人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

小計 9,840 4,789 13,299 8,510

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

0 0 その他 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 小計 0 0 0 0

0

物
件
費
等

物件費 9,840 4,789 13,299 8,510 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0

小計 7,032 6,769 5,916 △ 853 分担金及び負担金 0 0 0

0

その他 0 0 0 0 都支出金 0 0 0 0

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 5,581 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 1,451 1,057 626 △ 431 国庫支出金 0

5,712 5,290 △ 422

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0

事業目的
（最終的に目指す状態）

道路の公有地化を推進するために道路法による市道の私有地部分（道路内民有地）の取得を行う

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

道路交通部　路政課

基本計画 施策番号 交通環境の充実
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 道路法

△ 7,657△ 19,215△ 11,558△ 16,872経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 道路用地取得 事業類型 その他

予算科目 会計 一般会計 土木費 道路橋りょう費 道路新設改良費

担当部課



今後の取組

3年度目標
民有地の引き取りの申し出があった場合や、協議が
整った場合には、速やかに用地取得を行い、公有地と
しての管理を進めていく。

2年度末
時点の課題

土地所有者と価格の合意がとれない。
未相続物件があり調査が難航する。

3年度の取組
地権者からの問い合わせに対し道路内にある民有地を
測量業務をして、用地取得を行う。

4年度の計画 地権者からの問い合わせに対応する。

目標に対する
事業実績

道路内にある民有地を測量業務して、用地取得を行っ
た。

課題への対応

価格については設定根拠を丁寧に説明した。
未相続物件については権利関係を隈なく調査
した。

解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

事業実績

2年度目標
民有地の引き取りの申し出があった場合や、協議が
整った場合には、速やかに用地取得を行い、公有地と
しての管理を進めていく。

元年度末
時点の課題

土地所有者と価格の合意がとれない。
未相続物件があり調査が難航する。
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款 08 項 02 目 03

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

4,234△ 5,163△ 9,398△ 7,204経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 水路用地取得 事業類型 その他

予算科目 会計 一般会計 土木費 道路橋りょう費 道路新設改良費

担当部課 水循環部　水環境整備課

基本計画 施策番号 健全な水循環の再生
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 八王子市公共物管理条例

事業目的
（最終的に目指す状態）

　水路用地を取得し敷民水路の解消を図ることで水路の適正な管理を行い、もって降雨災害防止や健全な水環境の再生
及び、魅力ある水辺空間の創出に資するものとする。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 5,798 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 548 1,576 444 △ 1,132 国庫支出金 0

6,363 5,219 △ 1,144

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0 0

その他 0 0 0 0 都支出金 0 0 0 0

小計 6,346 7,940 5,663 △ 2,277 分担金及び負担金 0 0 0 0

物
件
費
等

物件費 858 1,458 0 △ 1,458 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0 0 0 その他 0 0 500 500

その他 0 0 0 0 小計 0 0 500 500

小計 858 1,458 0 △ 1,458

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

0.80人 0.88人 0.73人 △ 0.15人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

その他 0

小計 0 0 0 0
0000特別収支差額（Ｂ）

4,234△ 5,163△ 9,398△ 7,204
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳 ―

小計 7,204 9,398 5,663 △ 3,735

小計 7,204 9,398 5,663 △ 3,735

移転費用 0 0 0 0

②
活動
指標

敷民解消取組件数 件 3 5 2 △ 3
対象地及び要望者の状況等による

その他 人件費比率 ％ 88.1 84.5 100.0 15.5

2,831,492 951,979

③
成果
指標

敷民解消件数 件 2 3

単位当たりコスト 円/件 2,401,260 1,879,513

2 △ 1
対象地及び要望者の状況等による

単位当たりコスト 円/件 3,601,890 3,132,522 2,831,492 △ 301,030

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
⑤



事業実績

2年度目標
・敷民解消要望への適切な対応
・緊急案件への迅速な対応
・要望者への丁寧な説明及び交渉

元年度末
時点の課題

・交渉難航等敷民解消までの期間の長期化
・案件の蓄積

目標に対する
事業実績

・敷民解消要望への適切な対応
・緊急案件への迅速な対応
・要望者への丁寧な説明及び交渉

課題への対応

・要望者への丁寧な説明

一部解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

今後の取組

3年度目標

・敷民解消要望への適切な対応
・緊急案件への迅速な対応
・要望者への丁寧な説明及び交渉
・水循環計画において拠点に位置づけている8箇所の
湧水拠点とその周辺について、水路用地の公有化を進
める。

2年度末
時点の課題

・交渉難航等敷民解消までの期間の長期化
・案件の蓄積

3年度の取組
・敷民解消要望への適切な対応
・緊急案件への迅速な対応
・要望者への丁寧な説明及び交渉

4年度の計画
・敷民解消要望への適切な対応
・緊急案件への迅速な対応
・要望者への丁寧な説明及び交渉
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款 08 項 02 目 03

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

⑤

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
③

単位当たりコスト 円/
②

その他 人件費比率 ％ 77.8 67.0 51.2 △15.8

小計 56,183 40,728 28,632 △ 12,095

小計 56,183 40,728 28,632 △ 12,095

移転費用 0 0 0 0

その他 0

小計 190 224 239 15
0000特別収支差額（Ｂ）

14,296△ 19,375△ 33,671△ 56,183
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳 ―

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

4.14人 3.47人 1.89人 △ 1.58人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

小計 12,264 13,218 13,731 513

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 190 224 239 15

0 0 その他 0 2,794 9,257 6,463

その他 0 0 0 0 小計 0 7,057 9,257 2,200

0

物
件
費
等

物件費 12,264 13,218 9,778 △ 3,439 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 3,953 3,953 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0

小計 43,729 27,286 14,662 △ 12,624 分担金及び負担金 0 0 0

0

その他 0 0 0 0 都支出金 0 4,263 0 △ 4,263

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 30,005 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 13,723 2,194 1,150 △ 1,044 国庫支出金 0

25,091 13,511 △ 11,580

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0

事業目的
（最終的に目指す状態）

八王子駅北口駅前広場改善報告書の中長期計画に基づき駅前広場の改善を行うとともに、八王子駅周辺の交通環境改善
に向けた主要な道路整備を行う。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

道路交通部　路政課、計画課、建設課

基本計画 施策番号 交通環境の充実
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 道路法、電線共同溝の整備に関する特別措置法、八王子駅北口駅前広場改善報告書（平成22年）

14,296△ 19,375△ 33,671△ 56,183経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 八王子駅周辺交通環境の改善 事業類型 ハード事業

予算科目 会計 一般会計 土木費 道路橋りょう費 道路新設改良費

担当部課



今後の取組

3年度目標

「八王子駅北口駅前広場改善報告書」及び「八王子駅
周辺交通円滑化対策提言書」に基づく事業について、
優先順位を見極め、駅周辺での地区開発などの動向に
注視したうえで継続的に事業を推進する。

2年度末
時点の課題

「八王子駅北口駅前広場改善報告書」及び
「八王子駅周辺交通円滑化対策提言書」に基
づく事業について、優先順位を見極め、駅周
辺での地区開発などの動向に注視したうえで
継続的に事業を推進しなければならない。

3年度の取組

「八王子駅北口駅前広場改善報告書」及び「八王子駅
周辺交通円滑化対策提言書」に基づく事業について、
優先順位を見極め、駅周辺での地区開発などの動向に
注視したうえで継続的に事業を推進する。

4年度の計画

「八王子駅北口駅前広場改善報告書」及び
「八王子駅周辺交通円滑化対策提言書」に基
づく事業について、優先順位を見極め、駅周
辺での地区開発などの動向に注視したうえで
継続的に事業を推進する。

目標に対する
事業実績

「八王子駅北口駅前広場改善報告書」及び「八王子駅
周辺交通円滑化対策提言書」に基づく事業について、
優先順位を見極め、駅周辺での地区開発などの動向に
注視したうえで継続的に事業を推進した。

課題への対応

今後予定している事業について、優先順位を
見極め、駅周辺での地区開発などの動向に注
視したうえで継続的に事業を推進した。

解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

事業実績

2年度目標

「八王子駅北口駅前広場改善報告書」及び「八王子駅
周辺交通円滑化対策提言書」に基づく事業について、
優先順位を見極め、駅周辺での地区開発などの動向に
注視したうえで継続的に事業を推進する。

元年度末
時点の課題

「八王子駅北口駅前広場改善報告書」及び
「八王子駅周辺交通円滑化対策提言書」に基
づく事業について、優先順位を見極め、駅周
辺での地区開発などの動向に注視したうえで
継続的に事業を推進しなければならない。
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款 08 項 02 目 04

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

△ 37,983△ 126,557△ 88,575△ 136,139経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 橋りょうの維持・補修 事業類型 ハード事業

予算科目 会計 一般会計 土木費 道路橋りょう費 橋りょう維持費

担当部課 道路交通部　路政課、建設課

基本計画 施策番号 安全・快適な道路環境の整備
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 道路法

事業目的
（最終的に目指す状態）

　管理橋りょうの安全性や耐荷性に影響を及ぼす損傷や変状を早期に発見し、安全で円滑な交通を確保するために橋
りょうの定期点検を行う。その結果に基づき、予防的な対策を施すことで、対策費用の低減・安全性を確保するととも
に、想定より損傷の激しいもの、損傷の進行が速いもの、塗装のはがれによる腐食がひどいものなどについては緊急に
補修工事を行うことで、重大な損傷を未然に防ぎ、利用者の安心な通行確保や第三者被害の発生を防ぐ。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 12,611 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 1,091 1,006 4,058 3,052 国庫支出金 0

11,497 13,154 1,657

経
常
収
入

保険料 0

0

9,300 10,560 1,260

その他 0 0 0 0 都支出金 0 4,650 3,600 △ 1,050

小計 13,702 12,503 17,212 4,709 分担金及び負担金 0 0 0 0

物
件
費
等

物件費 99,620 80,355 97,536 17,181 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 17,210 4,345 21,150 16,805 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0 0 0 その他 557 194 0 △ 194

その他 0 0 0 0 小計 557 14,144 14,160 16

小計 116,830 84,700 118,686 33,986

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 6,164 5,516 4,820 △ 697

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

1.74人 1.59人 1.84人 0.25人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

その他 0

小計 6,164 5,516 4,820 △ 697
0000特別収支差額（Ｂ）

△ 37,983△ 126,557△ 88,575△ 136,139
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳 ―

小計 136,696 102,719 140,717 37,998

小計 136,696 102,719 140,717 37,998

移転費用 0 0 0 0

②

その他 人件費比率 ％ 10.0 12.2 12.2 0.1

③

単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
⑤



事業実績

2年度目標

　橋守計画の着実な執行。
　京王電鉄㈱と速やかに、工事のための協定を締結
し、市発注工事と工程調整を行い京王１号橋、京王５
号橋の工事を計画通りに完了させる。
　点検については、２巡目に入っており着実に行って
いく。

元年度末
時点の課題

　橋りょうに関する技術水準の確保。
　緊急に修繕を進めていく必要がある橋りょ
うが多く、数年間は予算を増額して確保して
いかなければならない。

目標に対する
事業実績

（路政課）橋りょう点検を実施した。
（建設課）予防保全工事、補強工事を合わせて21橋の
補修工事を11件実施し、そのうち7件を単価契約で
行った。

課題への対応

　継続的に後継者への技術的支援を行う。

解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

今後の取組

3年度目標

　橋守計画の着実な執行。
　京王電鉄㈱と速やかに、工事のための協定を締結
し、市発注工事と工程調整を行いめじろ歩道橋の工事
を計画通りに完了させる。
　点検については、２巡目に入っており着実に実施し
ていく。

2年度末
時点の課題

　橋りょうに関する技術水準の確保。
　緊急に修繕を進めていく必要がある橋りょ
うが多く、数年間は予算を増額して確保して
いかなければならない。

3年度の取組

　鉄道事業者・高速道路事業者と調整し、めじろ歩道
橋ほかの修繕工事、橋りょうの定期点検を行う。
　また、橋りょう点検、修繕工事に関する新技術の導
入検討、実施。

4年度の計画

　鉄道事業者・高速道路事業者との調整。
　高度成長期や多摩ニュータウン事業期間に
架設された橋りょうの更新時期の到来を控
え、今後も、橋りょう劣化による損傷状況の
継続的な監視と適正な時期に適切な修繕を行
い、重大な損傷を未然に防ぐ。
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款 08 項 02 目 05

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

720△ 3,488△ 4,208△ 4,196経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 橋りょうの新設・架替 事業類型 ハード事業

予算科目 会計 一般会計 土木費 道路橋りょう費 橋りょう新設改良費

担当部課 道路交通部　建設課

基本計画 施策番号 安全・快適な道路環境の整備
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 道路法、河川法

事業目的
（最終的に目指す状態）

　地域交通の安全性の確保と利便性の向上を図るため、橋りょうの新設、架替えを行う。
　また、東京都が河川改修工事に伴い橋りょう架替工事を行う時に工事費の負担金を支払い橋りょうの拡幅を行う。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 3,624 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 568 581 274 △ 307 国庫支出金 0

3,615 3,217 △ 398

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0 0

その他 0 0 0 0 都支出金 0 0 0 0

小計 4,192 4,197 3,491 △ 706 分担金及び負担金 0 0 0 0

物
件
費
等

物件費 0 0 0 0 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0 0 0 その他 0 0 24 24

その他 0 0 0 0 小計 0 0 24 24

小計 0 0 0 0

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 4 11 21 10

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

0.50人 0.50人 0.45人 △ 0.05人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

その他 0

小計 4 11 21 10
0000特別収支差額（Ｂ）

720△ 3,488△ 4,208△ 4,196
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳 ―

小計 4,196 4,208 3,512 △ 696

小計 4,196 4,208 3,512 △ 696

移転費用 0 0 0 0

②

その他 人件費比率 ％ 99.9 99.7 99.4 △0.3

③

単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
⑤



事業実績

2年度目標
　坂本橋の架替工事をしゅん工するとともに、東京都
が河川改修工事に伴い架替工事を行う髙橋について協
定を締結し、拡幅分の経費を負担する。

元年度末
時点の課題

―

目標に対する
事業実績

昨年度から引き続き施工している坂本橋架替工事が計
画とおりしゅん工した。
　また、東京都が河川改修工事に伴い架替工事を行う
髙橋については、地元関係機関との協議の結果、施工
計画を再度検討することとなり、修正設計が必要と
なったため工事発注が延期となった。そのため協定締
結も延期となった。

課題への対応

―

―

2年度評価 やや不十分
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

今後の取組

3年度目標
東京都が河川改修工事に伴い架替工事を行う髙橋の架
け替えについて、協定を締結し、工事費の負担金を支
払う。

2年度末
時点の課題

東京都の河川改修工事の契約締結により、市
との協定締結が左右される。

3年度の取組
東京都が河川改修工事に伴い架替工事を行う髙橋の架
け替えについて、協定を締結し、令和3年度分の負担
金を支払う。

4年度の計画
東京都が河川改修工事に伴い架替工事を行う
髙橋の架け替えについて、令和4年度分の協定
を締結し、工事費の負担金を支払う。



編 4 章 1 27

款 08 項 03 目 01

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

⑤

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
③

単位当たりコスト 円/回 1,884,520 1,835,572
②

活動
指標

審議会開催回数 回 2 3 2 △ 1
実績による

その他 人件費比率 ％ 98.8 98.6 99.3 0.7

2,307,956 472,384

小計 3,769 5,507 4,616 △ 891

小計 3,769 5,507 4,616 △ 891

移転費用 0 0 0 0

その他 0

小計 0 0 0 0
0000特別収支差額（Ｂ）

891△ 4,616△ 5,507△ 3,769
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳 委員報酬【360千円】

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

0.40人 0.50人 0.50人 0.00人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

小計 44 78 33 △ 46

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

0 0 その他 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 小計 0 0 0 0

0

物
件
費
等

物件費 44 78 33 △ 46 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0

小計 3,725 5,428 4,583 △ 845 分担金及び負担金 0 0 0

0

その他 372 540 360 △ 180 都支出金 0 0 0 0

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 2,899 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 454 1,273 649 △ 624 国庫支出金 0

3,615 3,574 △ 41

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0

事業目的
（最終的に目指す状態）

　都市計画法によりその権限に属せられた事項、及び、市長の諮問に応じた都市計画に関する事項を調査審議するた
め、八王子市都市計画審議会を設置している。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

都市計画部　都市総務課

基本計画 施策番号 計画的なまちづくり
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 ③ －

根拠法令等 都市計画法、八王子市都市計画審議会条例

891△ 4,616△ 5,507△ 3,769経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 都市計画審議会 事業類型 その他

予算科目 会計 一般会計 土木費 都市計画費 都市計画総務費

担当部課



今後の取組

3年度目標

・新型コロナウイルス感染防止対策を講じた上で、安
全で安心できる議論の場を提供
・案件に応じ、都市計画決定等を踏まえた適切なタイ
ミングで開催し、効率の良い審議会運営を図る。

2年度末
時点の課題

・コロナ禍における審議会の運営
・議題に応じて適切な議論が展開できる場の
提供

3年度の取組

・審議会における新型コロナウイルス感染防止対策の
徹底
・案件に応じ、都市計画決定等を踏まえ、適切なタイ
ミングで審議会を開催（令和3年度（2021年度）は2回
開催予定。第176回5月、第177回11月開催予定）

4年度の計画

・コロナ禍の状況に応じ、適切な形での審議
会の運営
・案件に応じ、都市計画決定等を踏まえ、適
切なタイミングで審議会を開催

目標に対する
事業実績

都市計画決定等を行う案件担当所管からの付議等の依
頼に基づき、当該所管と連携・協力し、審議会の円滑
な運営を行った。
（令和2年度（2020年度）は2回開催。審議事項は八王
子都市計画用途地域の変更について等）

課題への対応

審議会の適切かつ円滑な会議の開催・運営の
ため、案件担当所管と常に情報共有し、急な
変更に迅速に対応した。

解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

事業実績

2年度目標

・都市計画決定等の工程を把握し、適切な時期に審議
会を開催
・審議会の開催にあたっては、委員への速やかな情報
提供等を行い、円滑に審議会を運営

元年度末
時点の課題

・適切かつ円滑な審議会の開催・運営
・都市計画決定等の工程や諮問事項の変更等
が生じた際の迅速かつ的確な対応
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款 08 項 03 目 01

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

△ 1,094△ 16,250△ 15,156△ 7,099経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 地区まちづくりの推進 事業類型 補助・負担・支援

予算科目 会計 一般会計 土木費 都市計画費 都市計画総務費

担当部課 まちなみ整備部　まちなみ景観課

基本計画 施策番号 計画的なまちづくり
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 八王子市地区まちづくり推進条例

事業目的
（最終的に目指す状態）

　地区住民等が主体的に進めるまちづくりの取り組みを支援し、計画づくり、まちづくりの実践へとつなげ、魅力ある
住みよいまちづくりを推進する。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 5,581 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 1,019 5,177 4,081 △ 1,096 国庫支出金 0

9,400 11,438 2,038

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0 0

その他 120 192 108 △ 84 都支出金 0 0 0 0

小計 6,719 14,769 15,627 858 分担金及び負担金 0 0 0 0

物
件
費
等

物件費 180 187 68 △ 120 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0 0 0 その他 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 小計 0 0 0 0

小計 180 187 68 △ 120

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

0.77人 1.30人 1.60人 0.30人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

その他 0

小計 0 0 0 0
0000特別収支差額（Ｂ）

△ 1,094△ 16,250△ 15,156△ 7,099
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳
委員等報酬【108千円】
謝礼【36千円】

小計 7,099 15,156 16,250 1,094

小計 6,899 14,956 15,695 738

移転費用 200 200 556 356

②
活動
指標

地区まちづくり
フォーラムの開催

回 1 0 0 0 新型コロナウィルス感染症の予防のためフォーラムを中
止した。

その他 人件費比率 ％ 94.7 97.4 96.2 △1.3

― ―

③
成果
指標

協議会等の登録地区数 地区 3 3

単位当たりコスト 円/回 7,099,034 ―

4 1
現状維持（準備会1地区令和3年度登録期限）

単位当たりコスト 円/ 2,366,345 5,052,095 4,062,567 △ 989,528

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
⑤



事業実績

2年度目標

・中町地区まちづくり協議会への継続的なサポートで
魅力あるまちづくりの推進に向け支援する。
・加住町・宮下町地区周辺のまちづくり協議会や今後
協議会になる予定のめじろ台地区まちづくり準備会、
準備会を目指す小津地区などが、次のステップである
計画の認定や協議会の設立に向けて準備を整えてい
く。

元年度末
時点の課題

中町地区まちづくり協議会については、まち
づくり計画（案）作成には至っているが、内
容について関係者の十分な合意形成が図られ
ていない。

目標に対する
事業実績

・中町地区まちづくり協議会の定例会に参加し、地区が抱
える課題等を聞き取りつつ、解決策等の提案などの支援
を行った。
・加住町・宮下町地区周辺のまちづくり協議会とめじろ台
地区まちづくり準備会の活動費等に対する助成金を交付
した。
・加住町・宮下町地区周辺のまちづくり計画を認定した。
・めじろ台地区まちづくり準備会は精力的に活動し、協議
会認定に至った。

課題への対応

・中町地区まちづくり協議会においては、本
地区を包含する「八王子市中心市街地活性化
基本計画」に基づき進められる事業との連携
をはかりながら、まちづくり協議会が目指す
方向性等の実現に向けて引き続き支援する。

未解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

今後の取組

3年度目標

・身近な地区の魅力ある住みよいまちづくりを推進す
るため、地区まちづくり推進条例に基づいた市民主体
のまちづくりを支援する。
・各地域のまちづくり活動が、本条例に則って進めて
いくことが効果的であるのか、地域住民とともに検討
しながら、更なるまちづくりの気運を醸成。

2年度末
時点の課題

・中町地区まちづくり協議会は、既往計画
（案）の修正等を視野に入れつつ、「八王子
市中心市街地活性化基本計画」の取組と連携
を図りながら、関係者の十分な理解，合意形
成を図らなければならない。
・加住町・宮下町地区周辺のまちづくり協議
会が認定を受けた計画が目指すまちづくりの
実現に向け、活動の支援を継続する。

3年度の取組

・準備会・協議会が行うまちづくり活動に対し、必要
な情報等の提供、現状課題把握、今後の方針検討等、
定例会等に参加するなどサポートを行なう。
・新たな地域の「まちづくり」発意に対し、条例の積
極的な活用の説明を行い、その地域にあったまちづく
りの手法を住民と一緒に検討していく。

4年度の計画

・準備会・協議会が行うまちづくり活動に対
し、必要な情報等を提供を行い、現状の課題
を明確にしつつ、今後の方針について地域住
民とともに検討する。
・新たな地域の「まちづくり」の発意に対し
て、条例の積極的な活用の説明を行い、その
地域にあったまちづくりの手法を住民と一緒
に検討していく。




